
連番 分類 質問 回答

1 制度全般
この制度は仙台市独自の制度ですか。 本制度は、他の政令指定都市等において、「計画書制度」などの名称

で実施されているものに相当します。

2 制度全般 この制度はいつから始まりましたか。 令和2年4月1日から開始しています。

3 制度全般

計画最終年度に⽬標を達成できなかったらどうな

りますか。

⽬標の達成状況に対して、仙台市からの対応は特段ありません。⽬標

は任意で立てていただくものですので、計画期間の終わりに自社の達

成状況を確認し、今後の取組みの検討に生かしてください。

4 要件

自社（事業所）が特定事業者に該当するかはいつ

の時点のエネルギー使用量や温室効果ガス排出量

で判断すればいいのですか。

前年度のエネルギー使用量等の実績により判断します。

5 要件

「特定事業者」の要件となる自動車保有台数は、

いつの時点の台数で判断すればいいのですか。

年度末時点において、仙台市内に登録している事業用自動車車両の保

有台数で判断します。令和元年度末時点の保有台数が要件に該当して

いる場合は、令和2年度から制度に参加いただくこととなります。な

お、この要件は運送事業者の方のみが対象となります。

6 要件

バスとタクシーを所有している運送事業者につい

ては、それぞれの保有台数で判断すればいいので

すか。

事業用自動車の総数で判断します。バスとタクシーを合わせて100台

以上保有していれば「特定事業者」となります。

7 要件
「特定事業者」の要件には該当しませんが、本制

度に参加することはできますか。

要件に該当しない場合も、「一般事業者」として任意での参加が可能

ですので、是非参加についてご検討ください。

8 要件

「特定事業者」の要件で100台以上の自動車保有

となっているが、被牽引車も含みますか。

含みません。被牽引車以外の自動車で使用の本拠の位置を本市の区域

内に登録している自動車数が100台以上保有している事業者が「特定

事業者」となります。

9
計画書等

の作成

計画書・報告書は事業者で一つにまとめて作成し

提出するのですか。それとも事業所ごとに作成し

提出するのですか。

運送事業者の方は事業者単位で作成して提出いただきますが、その他

の業種で要件に該当する場合は、事業所ごとに作成して提出してくだ

さい。

10
計画書等

の作成

温室効果ガス排出量の計算方法が分かりません。 温室効果ガス排出量は、電気、都市ガス、自動車の燃料などの使用量

から算出します。計画書等の様式に使用量を入力いただくことで簡易

に算定できるようにしています。

11
計画書等

の作成

クレジット等の削減量とあるが、どのように入力

したらいいのですか。

「J-クレジット」などの認証を受けたクレジットの購入がある場合は

プラス値で入力し、売却がある場合はマイナス値で入力してくださ

い。

J－クレジット制度の概要については下記のURLを参照してくださ

い。

https://japancredit.go.jp/

12
計画書等

の作成

計画書等における「重点的に実施する取組」につ

いては、具体的にどのような取組をすればいいの

ですか。

計画書等の様式において、「基本的な取組（基本対策）」と「事業活

動に応じて実施する取組（選択対策・その他対策）」を提示していま

す。「基本対策」は、業種に関わらず全ての事業者の方が取り組むこ

とが望ましい基本的な対策であり、「選択対策」は、事業活動の規模

等に応じて選択的に取り組んでいただきたい対策となります。また、

これらのほかに、地球温暖化の防止に資する地域や社会への貢献に関

する活動を行っている場合は、「その他対策」として自由に記載いた

だくことが可能です。

13
計画書等

の作成

従業員数は事業者全体の人数を記入するのです

か。

事業所の人数を記入します。なお、正社員だけでなく、契約社員や派

遣社員などの非正社員を含んだ人数を記入してください。

14
計画書等

の作成

産業分類番号がわかりません。 下記URLの総務省HPで公開している日本標準産業分類（令和 5 年 6

月改定、令和 6 年 4 月 1 日施行）から対象の番号を入力してくださ

い。

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo

/R05index.htm

よくあるご質問（FAQ）



連番 分類 質問 回答

15 メリット

本制度に参加するメリットはあるのですか。 市や外部専門家が各事業者の取り組みに関し助言を実施するほか、優

れた取組や優良評価事業者について公表しますので、エネルギーコス

トの削減や企業イメージの向上などにつながります。また、省エネ設

備などの補助金を活用することもできます。

16
計画書等

の作成

補助金を申請する場合、計画書はどの種類のもの

を作成する必要がありますか。

基本的には自社のエネルギー使用量による分類(特定、一般）と運送

事業者かどうかを判断いただき、該当する一つの計画書を作成いただ

く必要があります。

ただし、自社の業種や申請する補助金によっては２つ計画書を提出い

ただく必要がありますのでお問い合わせください。

17
計画書等

の作成

削減⽬標の立て方がわかりません。 自社の⽬標を自由に設定してください。

〈⽬標設定のヒント〉

省エネ法では、事業者に対してエネルギー使用量を年間1％削減する

ことを努力⽬標としています。これを排出量に置き換えて、⽬標を設

定するという考え方もありますので参考にしてください。


